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第 18 回（平成 23 年度第 4 回）オフセット・クレジット（J-VER）

制度運営委員会 技術小委員会 議事概要 

 

日時：平成 23 年 12 月 26 日（月）14:00～17:00 

場所：社団法人海外環境協力センター会議室 

出席：新澤委員長、明日香委員、仲尾委員、山田委員、龍原専門家 

欠席：田上委員、橋本委員、吉高委員 

 

1. はじめに 

   第 17 回技術小委員会の議事概要について、資料 1 に沿って事務局より報告が

行われた。 

 

2. 本制度の状況及び各委員会からの実施状況に関する報告 

   認証委員会と運営委員会における審議内容、論点について、事務局より資料

2-1 に沿って報告が行われた。 

 

3. 既存方法ガイドライン・方法論等の修正に関する審議 

   9 件の既存方法論、モニタリング方法ガイドライン及び妥当性確認・検証ガイ

ドラインの修正について、資料 3 に沿って説明・審議が行われた。詳細は以下の

とおり。 

 

 E006 排熱回収・利用 

修正案内容：方法論において、以下の点について修正を行う。 

・プロジェクトによって新たに導入される排熱回収装置が、

プロジェクト実施前から使用している別の排熱回収システ

ムに影響するなど、プロジェクトによって導入された排熱

回収装置が別の箇所で排出増をもたらす可能性がある場合

には、追加的に化石燃料や電力が消費され、CO2 が排出さ

れる可能性がある旨追記 

・上記状況が発生する場合には、その影響を排出削減量の算

定に反映しなければならない旨追記 

・上記状況が発生するかどうかをモニタリングするために、

既存の排熱回収システム等（影響を受けるシステム）にお

けるエネルギー追加消費のパラメータ追記 

 

審議結果 ：・対応を承認。他の方法論でも同様の問題が出てくるため、対
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応の必要性を確認し引き続き検討する。 

 

 E023 デジタルタコグラフ等の装着によるエコドライブ 

論点 1   ：産業廃棄物が適正に処理されたことの確認 

案①「産業廃棄物収集運搬事業者の責任範囲についてのみ適正

処理について確認する」 

案②「当該産業廃棄物が最終処分されるまで適正処理について

確認する」 

案③「 J-VER 制度では確認しない」 

審議結果：案①を採用する。 

 

論点 2 ：プロジェクト期間中に車両変更（主にリース期間終了に伴う車両

入替）があった場合、当該車両の取扱いをどうするか。 

      案①「一定条件を満たす場合は、対象として認める」 

      案②「一切認めない」 

審議結果：案①を採用する。 

 

論点 3  ：高速走行主体の車両を排除するための確認事項をどうするか 

案①「総走行距離のうち高速道路が占める割合で把握すること

とする」 

案②「平均時速 80km を超える状態で把握（現行どおり）」 

審議結果：案①を採用する。 

 

論点 4  ：長距離走行ではないことを確認するタイミング 

  案①「検証時にのみ確認」 

案②「プロジェクト実施前後の双方で確認（現行どおり）」 

審議結果：案①を採用する。 

 

 

 E026 屋上緑化による空調の省エネルギー 

修正案内容：屋根-天井部材の構成について、JIS 規格にのっとった測定が可

能であれば、土や植物による熱伝導率や日射吸収率、長波長吸収

率についても考慮してよいとのことだが、現状の「部材」という

記載からは土や植物も含めるとは読みにくいため、補足説明を追

記する。 

審議結果 ：原案承認 
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 R001 森林経営活動による CO2 吸収量の増大 （間伐促進型プロジェ

クト） 

 R002 森林経営活動による CO2 吸収量の増大（持続可能な森林経営促

進型プロジェクト） 

 R003 植林活動による CO2 吸収量の増大 

修正案内容：森林施業計画の計画認定期間中に森林経営計画へ移行した場合、

あるいは森林施業計画認定期間満了後に森林経営計画を樹立し

てプロジェクトを継続する場合の移行措置として、J-VER のプ

ロジェクトの内容を計画登録時から変更しない場合は、計画認

定番号変更に伴う変更承認依頼を原則として報告事項として扱

い、計画登録時の施業計画を J-VER 制度における方法論上の計

画単位とみなすことを明記する（その結果として生じる土地所

有者の合意書提出や説明会開催の必要性についても併せて明記

する）。  

 

審議結果 ：原案承認。ただし移行措置は、森林経営計画に森林施業計画が

抱含される場合の措置であるということが明確に読み取れない

ので、文章については修辞上の修正を行うこと。 

 

 モニタリング方法ガイドライン（排出削減プロジェクト用） 

    修正案内容：モニタリングガイドライン 1.4.3 推定誤差による活動量の

補正 の箇所に、同ガイドライン(Ⅱ-28)に記載されている内容

（平均燃費をモニタリングパターン C：概算でモニタリングす

る場合は、活動量の補正を行う推定誤差の値は一律「20％」で

ある旨）を注釈等で入れる。 

審議結果 ：原案承認 

 

 モニタリング方法ガイドライン（森林管理プロジェクト用） 

    修正案内容：モニタリングガイドラインにおける記載が不明確な箇所につき、

補足説明を追記。 

審議結果 ：原案承認。ただし森林のモニタリング方法 GL：Ⅱ－１４ペー

ジの表現の趣旨が分かりにくいため、修辞上の修正を行うこと。 

 

 妥当性確認・検証ガイドライン 

修正案内容：計画書に記載すべき事項（保証水準、妥当性確認又は検証の目
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的、妥当性確認又は検証の基準、妥当性確認又は検証の範囲、

重要性、妥当性確認又は検証活動及びスケジュール）が明記さ

れていないため、記載する。 

審議結果 ：原案承認 

 

4. 新規方法論（案）提案に関する審議（方法論採択前審議） 

J-VER 制度における対象プロジェクト種類の追加に係る意見募集の結果等を

受け、修正された①「魚油由来バイオマスによる化石燃料代替」、②「液晶製造

工程おける SF6 から COF2 への使用ガス代替」及び③「カーナビゲーションシス

テムを利用したエコドライブ支援システムによる CO2 排出削減」の方法論（案）

の審議が資料 4 に沿って行われた。 

①「魚油由来バイオマスによる化石燃料代替」及び②「液晶製造工程おける

SF6から COF2への使用ガス代替」については原案で承認され、③「カーナビゲー

ションシステムを利用したエコドライブ支援システムによる CO2 排出削減」に

ついては燃費改善率の補正について再検討の後、委員回覧を行うこととなった。 

 

5. 新規方法論（素案）提案に関する審議（意見募集前審議） 

    J-VER 制度におけるプロジェクトの種類に追加する対象として①「硝化抑制

剤入り化学肥料の投入による茶園土壌からの N2O 排出抑制」、②「海上コンテナ

の国内トラック輸送効率化」、③「下水汚泥脱水機の更新」、④「乾燥空気絶縁開

閉装置等の導入」及び⑤「廃油等由来の再生燃料油の製造・利用」の審議が資料

5 に沿って行われた。適格性基準及び排出削減量の算定式等について議論がなさ

れた。本 5 件の方法論素案については、議論の結果を踏まえて修正を行った後、

意見募集を行うこととなった。 

    主な論点及び審議結果については下記のとおり。 

 

 ①硝化抑制剤入り化学肥料の投入による茶園土壌からの N2O 排出抑制 

論点  ：ジシアンジアミドの削減効果を示す排出係数について、方法論素

案では、査読・公表済みの論文に基づき、保守的に 26％という値

を採用している。しかしながら本論文の研究対象には国内の茶園

が含まれていないため、本値適用の妥当性については検討が必要

である。 

一方で、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構野菜茶業

研究所によって国内の茶園における肥効調節型肥料（ジシアンジ

アミド入り）の施用による N2O 削減効果の研究結果が存在する。

本調査によるとジシアンジアミドによって 34％削減という効果
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が示されているが、まだ論文としての公表がなされてはいない。 

審議結果：現行採用されている 26％より、やはり国内茶園が調査対象とな

っている 34％の方が妥当ではないか。 

ただし、公表値といえるような状況でない値の引用を、34% 

という数値を出された研究者ご本人が懸念されているため、研究

機関及び農林水産省含め、J-VER 制度で用いることの是非を再度

確認すること。 

 

 ②海上コンテナの国内トラック輸送効率化 

論点 1：本プロジェクトの追加性証明方法をどうするか 

案①「マッチングという行為は全て追加的であると制度側で判断し、

全てのプロジェクトについてプロジェクト毎の追加性立証は

要求しない」 

案②「適格性基準に何らかの障壁を条件として追加し、プロジェク

ト毎に判断する」 

審議結果：案①を採用する。 

 

論点 2：プロジェクト対象を何によって特定するか 

案①「船会社と輸出入港を特定する」 

案②「船会社とインランドポートを特定する」 

案③「その他（他の特定方法もありうる）」 

審議結果：案①を採用する。 

 

論点 3：ベースラインにおける空コンテナの輸送ルートをどう想定するか 

    案①「輸入荷物搬出後の空コンテナは輸入時点で計画されていた港

へ輸送、輸出荷物積載前の空コンテナはマッチング前に計画

されていた港から輸送されていたはずであると想定する」 

案②「空コンテナは輸入荷主⇒輸入港、輸出港⇒輸出荷主に輸送さ

れていたと想定する」 

審議結果：案①を採用する。 

 

論点 4：どのような排出量算定方法を採るか 

案①「燃費法とする（デフォルト値の使用も認める）」 

案②「トンキロ法とする」 

案③「燃費法、トンキロ法を併記する」 

審議結果：案③を採用する。 
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その他 ：適格性基準条件 3 については「誰が誰からどのように入手するか

に関する計画書」の文言を「以下に関する文書類」等、検証時に

確認を取れるような書き方に修正すること。特に、マッチング前

の状況を説明する資料については、その状況を想定することの合

理性を証明できるような書きぶりに修正が必要である。 

   

 ③下水汚泥脱水機の更新 

論点：なし 

審議結果：原案承認 

 

 ④「乾燥空気絶縁開閉装置等の導入」 

論点 1：ベースラインをどのように設定するか。 

案①「既存装置を使用し続けるシナリオを採用する」 

案②「既存装置設置後 X 年までは既存装置を使用し続けるシナリオ、

X年経過後X年経過時点で販売されているSF6使用絶縁開閉

装置・遮断器に更新するシナリオとする」 

審議結果：案②を採用する。 

 

論点 2：性能試験の際に大気中に放出された SF6 ガスを、ベースライン排

出量として考慮するか。 

案①「考慮しない」  

案②「考慮する」 

審議結果： 案②を採用する。 

 

その他 ：方法論名について、特定の企業の装置だけを対象とした方法論で

あるかのような印象を与えかねない。SF6 不使用の装置が対象と

なるのであれば、方法論名を変更すべきである。 

 

 ⑤廃油等由来の再生燃料油の製造・利用 

論点 1：CH4、N2O の取扱について 

案①「CH4、N2O について、ベースライン・プロジェクトとも微小

排出源として算定対象外とする」 

案②「CH4、N2O について、ベースラインは算定対象外、プロジェ

クトは算定対象とする」 

案③「両案の折衷案」 
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審議結果：案①を採用する。 

 

6. その他 

    今後の暫定的な J-VER 制度の各委員会開催日程について、資料 6 に沿って事

務局より説明が行われ、次回の第 19 回技術小委員会は 2 月 2 日（木）に開催予

定であることが確認された。 

 

 

以 上 


